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船橋商工会議所創業支援事業に係るプロポーザル実施要領 

 

１． 業務の目的 

（1）「経営」「財務」「人材育成」「販路開拓」「ビジネスプラン作成」5項目を含 

む講座で幅広く学び、経営者として資質を高め、継続可能な事業経営ができ

る基盤を築くため、事業者において必要知識、着目点を習得すること 

 （2）創業仲間を見つけることや、創業に対する意欲の向上を目指す 

（3）市内で潜在的にいる創業希望者の掘り起こしを行う 

（4）市内での開業・創業を目指す 

 

２．業務名、業務場所、業務内容、履行期間 

 （1）業 務 名 創業支援事業（起業スクール） 

 （2）業務場所 船橋市内 ※船橋駅周辺 ※オンラインまたは対面 

 （3）業務内容 別紙「創業支援事業 仕様書」による 

 （4）履行期間 契約締結日から令和 9年 3月 31日まで 

 

３．プロポーザル方式により受託候補者を特定する理由及びプロポーザル方式の方法 

 

 業務の目的を達成するためには、価格のみによる競争では、所期の目的を達成でき

ない業務であるため、プロポーザル方式を採用する。 

 また、多くの参加者からの提案を受けたうえで、より良い業者を特定するため。 

プロポーザル方式の方法は、会員による公募型とする。 

 

４．受託候補者選定スケジュール 

 

（1）公募開始 令和 8年 4月 1日（水） 

（2）質問の受付期間 公募開始日から 

令和 8年 4月 20日（月）16時まで 

（3）質問に対する回答 随時回答 

（4）参加申込書受付期間 公募開始日から 

令和 8年 4月 22日（水）正午まで 

（5）参加資格確認結果通知（メール） 令和 8年 4月 24日（金） 

（6）提案書等の提出期限 令和 8年 5月 08日（金）16時まで 

（8）プレゼンテーション審査の実施 令和 8年 5月 18日（月）午前 

（9）審査結果通知（メール）・公開 令和 8年 5月 20日（水）午後 

  

※ただし、各実施日については、事務上の都合により変更できるものとする。 
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５．参加資格・申込み方法等 

 （1）参加資格 

   本プロポーザルへの参加者は、次に掲げる資格要件等をすべて満たす者とする。 

① 船橋商工会議所会員であること 

② 過去 3年以内（基準日：令和 8年 4月 1日）に、本業務と同様の業務を主

体的に実施した実績があること 

 

 （2）参加資格に関する提出書類 

   必要事項を記入し、以下の書類を添えて各 1部提出すること。 

① 参加申込書（様式 1） 

② 業務実績（様式 2）に契約書及び仕様書の写しを添付 

      過去 3年以内（基準日：令和 8年 4月 1日）に、本業務と同様の業務を

主体的に実施した実績があることを証明する書類（契約書または仕様書

等の写し） 

③ 企業の概要が確認できる書類（任意様式、パンフレット可） 

 

 （3）参加申込み先・申込み方法 

   工業振興課あてに持参または郵送にて提出すること 

    ※持参は 9時から 16時まで（土日祝日を除く） 

    ※郵送の場合は、電話により到着確認をすること 

 

 （4）参加申込みの承認について 

   参加申込みの結果については、令和 8年 4月 24日（金）にメールにて通知する。 

   なお、参加資格を認められた者のみが、提案書の提出ができるものとする。 

 

６．提案額 

  提案額は、消費税及び地方消費税を含むとする。 

 

７．評価方法及び評価基準 

  別に定める「創業支援業務評価基準」により評価を行い、本業務に最も適した提

案を行ったと認められる者を選定する。 

 

８．質問・回答方法 

  （1）質問方法 

  ①質問書（様式 3）に記入のうえ、電子メールで船橋商工会議所あてに送付すること 

※E-Mail sougyou@funabashi-cci.or.jp 

  ②送信件名 「創業支援業務プロポーザル質疑について」とすること。 

     ※送信した際は、電話により到着確認をすること。 

     ※評価等に影響を及ぼすおそれがある質問（参加業者数、参加業者名、評価

委員等に関すること）については受け付けない。 
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 （2）質問への回答方法 随時、メールにより回答する。 

 

９．提案方法 

 （1）提出書類 

  ①目次（任意様式） 

  ②提案書（様式 4） 

  ③企画提案書（様式 4-1～4-4） 

   ・A4サイズ。表紙及び目次を除き、15ページまでとし、ページ番号を記載する

こと。 

   ・文字のサイズは 11ポイント以上とし、横書きとする。目次には必ず該当様式

のページ数を付すこと。 

   ・企画提案書の内容について 

    講師の説明として、過去に同様の業務に携わった経験、取得している資格等

を記載すること。 

④見積書（各期 50名・通期 100名で作成）（任意形式） 

   ・業務遂行に必要となるすべての作業項目及び経費（講師謝金・講師旅費・印刷

製本費・通信運搬費・広告宣伝費等）を見積るものとする。 

   ・講師謝金については、単価×100名で設定すること。 

（単価上限：受講者 1 名につき 11,000 円とし実際の受講者数によりお支払

い額が変動します） 

・講師謝金以外に受講者数による費用の増減が発生する場合は見積書の欄外に

記載すること 

・仕様書に記載のある金額 1,800,000 円を上限とする 

  ⑤講師のプロフィール（任意形式） 

   ・実績や得意分野がわかるもの 

 

 （2）提出書類の書式等について 

    印刷方法は片面印刷とし、必要があれば図、写真等を用いること。 

 

 （3）提出部数 

    正本 1部、副本 7部とし、正本のみ押印すること。 

    正本は、データもご提出ください 

 

 （4）提出先 

    工業振興課あてに持参または郵送にて提出すること。 

    ※持参は 9時から 16時まで（平日 12時から 13時・土日祝日を除く） 

    ※郵送の場合、電話により到着確認をすること。 

 

（5）プレゼンテーション審査 

 ①出席者  1社 2名以内 とする。 
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 ②実施時間 1社 30分以内とする（入退出、準備、プレゼン実施時間、質疑応答

含む）※提案者の数により変更する場合がある。 

③実施者  本業務を受託した際に担当予定の者が行うこと。 

④貸出物品 机、椅子、電源、スクリーン、プロジェクターとする。 

       ※上記以外の物については参加者の負担において準備すること。 

 

１０．評価結果の通知について 

  評価結果については、参加者全員にメールにより通知する。また、受託候補者に

ついては、その後の手続き等について別途通知する。 

 

１１．失格要件 

  次に掲げるいずれかに該当した場合には、失格とする。 

 （1）参加申込書または提案書類について、提出期限を過ぎて提出された場合 

 （2）提出書類に虚偽の記載があった場合 

 （3）提案限度額を超えた見積を提出した場合 

 （4）プレゼンテーション開始時刻までに会場に来なかった場合 

 （5）審査の公平性を害する行為があったと商工会議所が認める場合 

 （6）その他評価委員会又は商工会議所が不適格と認めた場合 

 

１２．プロポーザルの辞退 

  参加申込書の提出後、本プロポーザルを辞退する場合は、辞退届を提案書等の提

出期限までに提出すること。なお、様式については任意とする。 

 

１３．その他留意事項 

 （1）本プロポーザルへの参加に係る費用については、すべて参加者の負担とする。 

 （2）受託候補者と特定されたことをもって、契約締結確定ではなく、仕様の協議に

より修正・追加・削除を行ったうえで、契約書の取り交わしをもって契約成立

となる。また、提案内容が全て仕様に盛り込まれるわけではないことに留意す

ること。 

 （3）参加者が 1社であっても評価を行い、受託候補者として適当でないと認められ

る場合には、受託候補者として特定しないことがある。 

 

１４．施行日及び失効日 

  この要領は、令和 8 年 4 月 1 日から施行し、本業務契約締結日をもって、その効

力を失う。 

  



5 

 

（別表）評価基準 

項目 評価基準 様式 配点 

Ⅰ 受託候補者の評価 40 

 1 経験年数・実績 ・過去 3年以内の本業務と同様の業務実績 

・本事業を実施・運営する能力があるか 
様式 2 10 

2 会議所との連携体制 ・会議所と一体となって事業を推進する

姿勢があるか 

・会議所と協調して事業を発展的に運営

することができるか 

― 10 

3 業務の円滑な遂行と

効果・創意工夫 

・事業を着実かつ円滑に遂行し、効果が期

待できるか 

・事業について、創意工夫があり、専門性

を発揮しているか 

― 10 

4 社内の体制について ・事業を運営するにあたり、社内の組織体

制が確立されているか 
― 10 

Ⅱ 業務内容の理解と実行性の評価 90 

 1 事業の理解 会議所が行う創業希望者・創業間もない方

のための起業スクールであることを理解

し、提案に活かせているか 

様式 4-1 20 

2 事業内容・計画 提案された事業内容、遂行計画は具体的で

あるか 
様式 4-2 20 

3 事業全体のコーディ

ネート 

事業遂行にあたり、全体のコーディネータ

ーとしての理解は適切か 
様式 4-3 20 

4 本事業終了後の 

フォロー 

未創業者の創業実績等の追跡調査におい

て効果的な手法を提示しているか 
様式 4-4 20 

5 その他 他と際立った提案があったか ― 10 

Ⅲ 見積書の評価 10 

 1 見積書の評価 業務内容に対して必要な経費が適切に見

積もられ、事業内容や効果等から見て適切

な範囲内であるとともに、事業費の範囲内

であるか 

― 10 

合 計 140 
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（様式 1） 

 年   月   日 

 

船橋商工会議所 

会頭 篠田好造 あて 

 

住所 

商号 

代表者職氏名                 

 

 

参加申込書 

 

 下記案件について、プロポーザル方式への参加を申し込みます。 

 なお、添付書類及び記載事項については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

業務名：創業支援事業（起業スクール） 

 

添付書類 

 ①業務実績（様式 2）並びに実績に係る契約書及び仕様書の写し等 

 ②企業の概要が確認できる書類（任意様式、パンフレット可） 

 

 

 

 

【担当者】 

              部署 

              氏名 

 電話番号 

 E-Mail 
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（様式 2） 

年   月   日 

 

業務実績 

 

過去 3年以内（基準日：令和 8年 4月 1日）に本業務と同様の業務を主体的に実施

した実績について、下記の一覧及び別紙（実績に係る契約書及び仕様書等の写し）を

提出いたします。 

 

受注総数 件 

 

契約日 発注者名称 契約件名 成果 

    

    

    

    

    

※過去 3年以内（基準日：令和 8年 4月 1 日）に、本業務と同様の業務を主体的に実施した実績を記載

すること（件数が多い場合は主要なもの 5件を記載すること） 

※用紙の幅が足りない場合は、調整して作成すること。 

※成果の欄には、参加者数やコンサル等の実績（数）などがわかる内容を記載すること。 

※契約書がない場合は、実施日を記載し、募集チラシ等を添付すること。 
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（様式 3） 

年   月   日 

 

船橋商工会議所 

会頭 篠田好造 あて 

 

住所 

商号 

代表者職氏名                 

 

質問書 

 

創業支援事業実施に係るプロポーザルにおいて、次の質問をします。 

 

No. 質問内容 

1 

 

2 

 

3 

 

4 

 

5 

 

 ※質問がない場合、提出の必要はありません。 

 ※欄は適宜追加してください。 

 

【担当者】 

              部署 

              氏名 

 電話番号 

 E-Mail 
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（様式 4） 

年   月   日 

 

船橋商工会議所 

会頭 篠田好造 あて 

 

住所 

商号 

代表者職氏名                 

 

提案書 

 

 下記の業務について、提案書を提出します。 

 

記 

 

業務名：創業支援事業（起業スクール） 

以上 

 

 

【担当者】 

              部署 

              氏名 

 電話番号 

 E-Mail 
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（様式 4－1） 

企画提案書 

 

１．創業希望者・創業間もない方の創業支援について 

 創業支援事業（起業スクール）を実施する意義と役割について、御社の考えを記載

してください。 
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（様式 4－2） 

企画提案書 

 

２．提案の事業内容、遂行までの計画について 

 本事業について、御社が実現できる業務の内容及び遂行までの計画を具体的に記

載してください。 
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（様式 4－3） 

企画提案書 

 

３．事業全体のコーディネート 

 本事業全体のコーディネーターとしてどのような役割を担い、行うことができる

か記載してください。 
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（様式 4－4） 

企画提案書 

 

４．本事業終了後のフォロー 

 本事業に参加した創業希望者及び、創業間もないものに対する追跡調査をどのよ

うに行うか記載してください。 

 

 

 


